
海底勾配が急な浅い消波護岸
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海底勾配が急な浅い消波護岸では、法先の消波ブロックが不安定となり法崩れが生じやすく、消波ブロッ

クが沈下している事例も少なくない。本研究では，不規則波を用いた 2次元水理模型実験により，設計波に
相当する波浪に着目した消波ブロックの波力実験を行った．検討の結果，海底勾配が i=1/20，h/L1/3=0.021 の
限られた条件ではあるが，安定限界質量の算定にあたって，堤体から沖側に 5H1/3 および 10H1/3 離れた地点

での水深による波高を用いた計算手法を示した．
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１．はじめに

海底勾配 i=1/20の急な水深が浅い消波護岸では，
法先の消波ブロックが不安定となり法崩れが生じや

すく消波ブロックが沈下している事例も少なくな

い．高橋ら１）は、消波ブロック質量の新たな算定法

として，波数，被災度(被害率)，砕波の程度を考慮

できる算定法を提案している．しかしながら，海底

勾配が i=1/20 の急で水深が浅いｈ/HO'=0.5 程度の条
件では，必要質量が過小に評価される場合がある．

また，竹田ら２）は，急勾配斜面上の消波ブロックの

安定性について検討を行っているが，法先に 1/2.5
勾配をもつ 1/10 勾配斜面上であるため条件が異な
る．

本研究では，海底勾配を i=1/20，前面水深を
h=4.2m とした条件に対して，設計波に相当する波
浪に着目した消波ブロックの波力実験を行い，ブロ

ックを被災させる波力の発生メカニズムを明らかに

するとともに，安定実験により安定質量の算定手法

について検討を行う．

２．消波ブロックの散乱状況

写真-1 は，海底勾配が i=1/20 の海底地形上に建
設された消波護岸のブロックが沖側に散乱している

状況を示したものである．

法先の消波ブロックが不安定になって，沖側に移

動することによって法崩れを起こし，消波ブロック

が沈下したものと推察される．通常，施工時には消

波ブロックの法面勾配は 1：4/3 で施工されるのが
一般的であるが，原形が保たれていない状況である．
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３．波力実験

（１）実験方法

水理模型実験は図-1に示す，長さ 28m，幅 0.8m，
高さ 1.0m の 2 次元造波水路を使用し，海底勾配
i=1/20 の一様斜面に続く水平床を設けた．なお，実
験縮尺は 1/40を想定している．

図-2 に示すように分力計の先端に固定した波力
測定用の消波ブロック模型（全高 9.7㎝，589g相当）
に働く 3方向の波力を直接計測した．測定位置は法
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図-1 2次元造波水路

写真-1 消波ブロックの散乱状況
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のサンプリング周期は 200Hzとした．
実験水深は h=10.5 ㎝で一定とした．実験波は

Bretschneider・光易型のスペクトルを有する不規則
波を用いた．周期を TO=1.58，1.90および 2.21sの 3
種類，波高を HO'=12.5，15.0，17.5および 19.3㎝の 4
種類とした．一波群の作用波数は 150波とした．水
平波力 FHは波の進行方向を，鉛直波力 FVは鉛直上

向きをそれぞれ正と定義した．

（２）波力の時間変化

図-3は，h/LO'=0.021，h/HO'=0.545での水平波力 FH，

鉛直波力 FV，水位η，法先ブロック近傍の水平流

速 UH ,鉛直流速 FV の時間変化を示したものであ

る．法先ブロックに最大合成波力が作用した 108.56
ｓに着目してみると FH には，わずかではあるが沖

側に向かう波力が作用し，FVには，鉛直上向きに 8N
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図-2 波力計の設置状況

写真-2 測定用ブロック（中央）と
ダミーブロック
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程度の大きな波力が作用していることが認められ

る．流速データからも鉛直上向きに 15 ㎝/s 程度の
流速が生じていることが認められる．

図-4 は，法先ブロックに作用する波力の時間変
化を示したものである．①は波が作用する直前の状

態であり，消波ブロックに波力は作用していない．

②の状態は，波が消波ブロックに作用した直後であ

り，急に水面が上昇することによって鉛直上向きの

波力が発生する．この時，ブロックの噛み合わせが

緩む．③は波の峰が通過した後の状態であり，消波

ブロックには鉛直下向きの波力が発生する．ここで

一旦，ブロックは底着する．④は沖に向かう波力が

発生する．②で噛み合わせが緩んだブロックは，作

図-4 時系列データ
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図-3 時系列データ



用波力は小さいものの，この時，沖側に移動する．

この繰り返し作用によって，徐々に法崩れを起こし

ブロックが沖側に移動する．

（３）波力の変化特性

波力の時系列データを用いて，法先，静水面およ

び法肩の各法面位置において消波ブロックに作用す

る合成波力のピーク値を求めた．図-5は，h/Lo'=0.021
での水深波高比 h/HO'と無次元波力Ｆ/Ｗ'の関係を示
したものである．ここで W'は消波ブロックの水中
質量である．ばらつきはあるものの，水面位置で大

きく，次いで法肩，法先の順に減少する傾向が認め

られる．法先位置においてＦ/Ｗ'=1.0 程度のブロッ
ク質量相当の波力が作用していることが認められ

る．法先ブロックには上方のブロックからの拘束力

がないことから，移動しやすい条件であることが言

える．

図-6 は，法先ブロックに着目した，周期の影響
を示したものである．ばらつきはあるものの h/L1/3

が小さいほど，波力が大きくなる傾向にある．

３．安定実験

図-5 各法面位置での作用波力
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（１）実験方法

実験水槽は波力実験で使用した 2次元造波水路を
用いた．実験波は Bretschneider・光易型のスペクト
ルを有する不規則波を用いた．周期を TO=2.21s で
一定として，波高を HO'=7.5，10.0，12.5，15.0，17.5，19.3
および 21.0 ㎝の 7 種類とした．消波ブロックには
テトラポット（105～ 472g）を使用した．安定実験
では 1波群の作用波数は 500波とし，ブロックの並
び替えを行わず波高を段階的に大きくする段階波実

験と，同一波群を繰り返し作用させる連続波実験の

2種類を行った．
（２）被災パターン

図-7 に代表的な消波ブロックの被災パターンを
示す．初期被災は，法先の消波ブロックが沖側に移

動することによって法崩れが生じ，消波ブロックが

散乱することが認められた．これは３．で記述した

ように，法先ブロックには鉛直上向きの波力が作用

し，ブロックの噛み合わせが緩んだことで，沖に向

かう流れによってブロックが移動することは，波力

の時系列データからも一致する．

（３）作用波数と被災度の関係

図-8 は，h/L1/3=0.021，h/HO'=0.7 での波数 NW と被

災度 NO の関係を示したものである．なお，NO=0.3
は従来の被害率 1％程度となることが高橋ら１）によ

って確認されている．ブロック質量は計算質量の 2.1
倍のものを用いた．波数を 2500 波まで作用させる
と被災の伸びは鈍化するものの最終的な被災度は大

きくなる傾向にある．

（４）安定限界波高

図-7 被災パターン
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図-8 作用波数と被災度の関係

1000 2000 3000 4000 5000

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

0
波数 Nw

被
災
度

 N
o

i=1/20

h/Lo'=0.021
h/Ho'=0.7

W=14.4t

設計被災度



消波ブロックの安定性については，同一波高レベ

ルでの波の作用は 1000 波を標準とすることが，港
湾施設の技術上の基準・同解説３）に示されている．

図-9 は，h/L1/3=0.021 において NW=1000 波に着目
した時の各ブロック質量に対する波高と被災度の関

係を示したものである．設計被災度 NO=0.3 に相当
する安定限界波高は，後述するハドソン式により求

められる波高の 0.63～ 0.76倍となっている．

（５）必要質量と計算質量の関係

消波ブロックの所要質量の算定は，式（１）に示

す安定数 NSによるハドソン式から求められる．

ここで用いる Hd は，港湾施設の技術上の基準・

同解説３）では，一般的に構造物設置位置における進

行波としての有義波高 H1/3 を用いることができる．

また，水深が換算沖波波高 HO'の 0.5 倍以下の地点
の場合には，Ho'の 0.5倍の水深における H1/3を用い

ると示されている．図-10 は，図-9 より求めた安定
限界質量と計算質量を示したものである．計算で用

いた H1/3 は，水深が 0.5HO'以上の条件であるため，
構造物設置位置における H1/3 を用いた．また，Ns
については高橋ら１）によって提案されている砕波お

よび斜面勾配の効果を考慮した NS 値とした．

h/H1/3=1.45 の条件では計算値とほぼ一致する値とな
るが，波高が大きくなるとともに計算値が過少にな

ることがわかった．そこで，危険な状態を想定して，

堤体から沖側に 5H1/3 および 10H1/3 離れた地点での

水深による波高を用い計算を行った．5H1/3 を用い

た計算値では h/H1/3=1.20で実験値に近づくものの，
h/HO'=1.08 および 1.02 では実験値に対して 1.3 ～
1.5 倍の差が生じている．一方，10H1/3 を用いた計

算値では，h/H1/3=1.45および 1.20でやや過大な値に
はなるものの h/H1/3=1.02 および 1.08 では，概ね実
験値に近づく傾向が認められる．

M =
ρr Hd

3

Ns
3 (Sr-1) 3 ・ ・ ・ （1）

図-9 安定限界波高
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図-11は，h/L1/3=0.021で堤体から沖側に 5H1/3およ

び 10H1/3 離れた地点での水深による波高を用いた計

算値を示している．必要質量が 14.4t となる条件で
は，設計波高を堤体前面の 5H1/3 沖だし波高を用い

ることで，23.7t および 30.2t のブロックが必要とな
る条件では 10H1/3 沖だし波高を用いて算出すること

によって，実験値と計算値がほぼ一致することが認

められる．

（６）法止めブロックの効果

被災のパターンは法先のブロックが不安定とな

り，沖側に移動して法崩ずれを起こすことから，図

-12(1)および(2)に示すように，法先ブロックの保
護として法線

方向に 2 列，
同規格の消波

ブロックを

設置した場合

と被覆ブロッ

クを設置した

場合について

安定実験を行

った．図-13は，

図-11 計算値と実験値の比較
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図-10 必要質量と計算質量の関係
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夫々の法止めブロックを設置した場合の波数と被災

度の関係を示したものである．消波ブロックを設置

した場合，図-12(1)に示すように 2 列のブロックは
徐々に沖側に移動し始めて NW=3500 までは設計被
災度 NO=0.3 以下に抑えられていたが，5000 波作用
後には NO=0.5 となった．NW=1000 で設計被災度を
0.3 以下と見るならば，安定とみなせるが最終的な
被災は大きくなることが考えられる．一方，被覆ブ

ロックを設置した場合，5000 波作用後においても
法先のブロックの移動は確認されなかった．しかし

ながら，図-12(2)に示すように，沖側への一方的な
移動は見られなかったものの，断面方向に左右の移

動が認められているため，実験に用いた被覆ブロッ

クよりも安定数の高いブロックについての検討も必

要と考えられる．

５．まとめ

海底勾配が i=1/20，h/L1/3=0.021 の条件におけるブ
ロックの安定性および作用波力について，不規則波

を用いた 2次元水理模型実験により得られた主要な
結論を以下に示す．

①消波ブロックに作用する波力の時間変化を示し，

ブロックを被災させる波力の発生メカニズムを明

らかにした．

② i=1/20，h/L1/3=0.021 の条件における消波ブロック
の安定限界波高について明らかにした．

③安定限界質量の算定にあたって，堤体から沖側に

5H1/3および 10H1/3離れた地点での水深による波高

を用いた計算手法を示した．

④法止めブロックを用いた場合の安定性について明

らかにした．

図-13 作用波数と被災度の関係
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今回の検討では，海底勾配が i=1/20，h/L1/3=0.021
の限られた条件ではあるが，安定限界質量の算定手

法を示した．今後は，海底勾配を変化させた周期の

影響についても検討を行っていく予定である．また，

水理特性と同時にコスト面も考慮した検討が必要と

考えている．
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